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地域における再生可能エネルギーの拡大



 地域循環共生圏の形成と分散型エネルギーシステムの構築に向けて、経済産業省と
環境省とによる連携チームを新たに発足。（2019年４月）

 エネルギー基本計画や環境基本計画を踏まえ、地域循環共生圏の形成と分散型エネ
ルギーシステムの構築の両者に有効な政策について、以下のようなテーマで検討す
ることとし、今後の政策（予算要求、税制改正要望、制度、運用等）に反映するこ
とを目指す。
 共同実証事業等を通じた地域での分散型エネルギーシステムの構築
 再生可能エネルギーの主力電源化に向けたコスト低減、地域への普及拡大、環
境アセスメントの効率化

 地域や個別需要家等のエネルギー需要サイドの脱炭素化

（チーム長）
経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長
環境省大臣官房政策立案総括審議官

（チーム員）
＜経済産業省＞
資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部
関係課室長等

＜環境省＞
大臣官房総合環境政策統括官グループ、地球環境局
関係課室長等

連携チームの体制
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地域循環共生圏の形成と分散型エネルギーシステムの構築に向けた
連携チームについて



脱炭素技術の開発・実証



地域連携・低炭素水素技術実証事業の概要（1/2）

場所 水素貯蔵・輸送水素製造 水素利用

風力
発電

(2MW)
簡易型水素
充填車

FCフォークリフト

電力貯蔵ユニット
受変電設備へ

圧縮水素

水素貯蔵
タンク

水電解

神奈川県
横浜市・
川崎市

神奈川県
川崎市

山口県
周南市・
下関市

1

4

3

FC

水素ST

使用済み
プラスチック

改質水素生成＆
水素精製 水素専用配管

熱＆電気の利
用

FC (100kW) 
カードル輸送

H2

未利用の副生水素
（苛性ソーダプラント）

圧縮
水素 FC (3.5kW) 

液化
水素

FC &
FCV

FCV & 
FC FL

液化水素ローリー（市内）

液化水素ローリー（市外）

北海道
鹿追町・
帯広市

FCV (70MPa)

バイオガス
改質

バイオガス
精製

家畜
糞尿

カードル貯蔵
（19.6MPa）

& トラック輸送

水素ST
FCV ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

(35MPa)

熱＆電気の利用

水素貯蔵

2

FC

パイプライン

圧縮水素トレーラー

地域連携・低炭素水素技術実証事業①
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地域連携・低炭素水素技術実証事業の概要（2/2)

場所 水素貯蔵・輸送水素製造 水素利用

秋田県
能代市

7

風力発電
(40MW)

都市ガス利用
(水素直接混合ガス)

水電解
（PEM, 5Nm3/h）

貯蔵タンク

(>10Nm3)
都市ガ
スグリッド

都市ガス混合

風力発電
(1MW)

北海道
室蘭市 定置用

FC水電解
水素吸蔵合金
（車載用）

輸送用トラック 水素吸蔵合金
（定置用）

熱＆電気
の利用

H2

8

北海道
白糠町・
釧路市 水電解

(~1,000 Nm3-H2 /d) 圧縮水素輸送（カードルorトレーラー） FC

FCV

水力発電
(~200 kW)

熱＆電気の利用

太陽光発電

水素吸蔵
合金

（~20kg）

水電解
(PEM)

バッファー
タンク

配送
トラック

水素
供給
設備

FC
宮城県
富谷市

5

6
熱＆電気の

利用

水素吸蔵
合金

（~20kg）

5

地域連携・低炭素水素技術実証事業②

http://3.bp.blogspot.com/-H_ARAHKBFWQ/UYiN2CzBcmI/AAAAAAAARUA/7OlQKQpRAYQ/s800/dam.png
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二酸化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS）とは

火力発電所等から排ガス中の二酸化炭素（Carbon dioxide）を
分離・回収（Capture）し、有効利用（Utilization）、又は地下へ
貯留（Storage）する技術

①分離・回収（C） ②有効利用（U）

③圧入・貯留（S）

CO2

工業利用等

輸送 圧
入

貯留

CO2
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環境配慮型CCS実証事業の実施内容（2016～2020年度）

分離・回収 貯留（モニタリング等）

三菱マテリアル
大成建設
電力中央研究所

日本エヌ・ユー・エス
産業技術総合研究所
東京大学
ダイヤコンサルタント
九州大学

東芝エネルギーシステムズ
みずほ情報総研

輸送

上野トランステック
日揮
千代田化工建設
東京大学
大成建設

※2018年度より本格着手

CCSの社会実装に向けた取組み

火力発電所と大規模分
離・回収設備の運用性
等の検証

我が国に適した
CO2輸送の検討

適地調査で見つ
かる候補地での
貯留計画の検討

適地調査で見つかる
候補地でのモニタリ
ング計画の検討

CCSの円滑な導入手法の検討

QJサイエンス
日本エヌ・ユー・エス
みずほ情報総研
九州大学

太平洋セメント
石炭エネルギーセンター

・CCS社会実装に向けた各種分析・検討
・横断的に関係者間の検討会・分科会・ヒアリング
による関連技術の評価検証や国際シンポジウム
等を実施

 関係企業、研究機関等１６機関のコンソーシアム。
 2020年頃の実用化を念頭に各種技術の確立を目指す。
 今年度より、輸送実証の調査検討にも本格着手。

１日
500t以
上のCO2

を分離・
回収

（イメージ図）
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人工光合成によるCO2資源化実証事業（2018年度～）

排ガス

電力
太陽電池

（変動性電源）

火力発電所
CCS

化学合成

再エネ水素

売却化学原料
液体燃料CO2

（CCS 出口ガス）

人工光合成技術
（CO2資源化装置）

高スループット型
人工光合成技術

代表：株式会社豊田中央研究所
期間：2018～2020年度

代表：株式会社東芝
期間：2018～2022年度

排ガス中のCO2と水を原料として、
一酸化炭素と水素の混合ガスを、
世界トップクラスの太陽光変換
効率10%で製造。

排ガス中のCO2を回収し、人工
光合成技術を用いて高効率でメタ
ノールを製造。

CO2回収

CO2
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メタネーション等によるCO2資源化実証事業（2018年度～）

代表：日立造船株式会社
期間：2018～2022年度

代表：積水化学工業株式会社
期間：2018～2022年度

廃棄物焼却施設の排ガス中の
CO2を原料とし、水素と反応させ
てメタンを製造。

廃棄物焼却施設の排ガス中の
CO2を原料とし、廃熱・触媒・水素
を利用して反応させてエタノールを
製造。



脱炭素経営の促進



 ESG金融やサプライチェーンのグリーン化の動きと相まって、

TCFD, SBT, RE100といった企業の脱炭素経営の取組が進展。

 環境省では、我が国企業による脱炭素経営の取組を積極的に促進。

・SBT認定を目指す企業を対象に、説明会
の開催や個社別コンサルティングを実施
・中小企業に特化した中長期の削減目標設
定やRE100に関する助言を実施 等

・脱炭素経営に取り組む企業と、それを支援する
再エネ関連企業のネットワークの運営 等

脱炭素経営
ネットワークづくり

野心的な脱炭素経営の
目標設定の支援

・TCFDに沿った気候変動に関連する企業のリスクやチャンスなどを財務
情報に落とし込み、開示を目指す取組みを支援。
・企業と投資の対話を支援するためESGプラットフォームの運営 等

気候変動ﾘｽｸ・ﾁｬﾝｽを
織り込む経営の支援

脱炭素経営の促進
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 TCFDについては、賛同表明している金融機関の資産総額は2018年9月時点で既
に100兆USドル近くに上っており、その後も増加（2018年ステータスレポートより）。2019年5
月31日時点で、47ヵ国、755の企業・政府・国際機関等が、TCFDへの賛同を表明
(日本は163の企業、機関が賛同表明)。

 2019年５月27日、TCFD提⾔に賛同する企業、金融機関等が⼀体となって取組
を推進するため、TCFDコンソーシアムが設⽴。
※環境省、金融庁、経済産業省はオブザーバーとして参加

・総会
︓年⼀回、会員企業が集まり、WGでの議論の
結果共有や重要事項を決定。

・情報開示ワーキング・グループ
︓効果的な開⽰に向けて、企業と金融機関で
議論。1~2か月に1回程度開催。
（テーマ例）開⽰媒体、シナリオ分析、業種別の
開⽰に向けた議論。

・情報活⽤ワーキング・グループ
︓開⽰された情報の活⽤について、金融機関等と企業が
対話し、評価の在り⽅について議論
（テーマ例）気候変動を考慮した金融商品と着眼点等

TCFDコンソーシアム 設⽴発起人

伊藤 邦雄 ⼀橋大学大学院経営管理研究科 特任教授
中央大学大学院戦略経営研究科 特任教授

中西 宏明 ⼀般社団法人日本経済団体連合会 会長

髙島 誠 ⼀般社団法人全国銀行協会 会長

垣内 威彦 三菱商事株式会社 代表取締役 社長

隅 修三 東京海上ホールディングス株式会社 取締役会長

①気候変動リスク・チャンスを織り込む経営支援

TCFDコンソーシアム 構成
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②気候変動の事業へのインパクトを評価①気候変動に関連するリスク・機会を分析

気候変動の経営に対する影響の
大きさを認識し、社内議論を喚起！

「TCFD 経営戦略⽴案のススメ」
で検索

 環境省では、2018年度からTCFDに対応したシナリオ分析の支援を開始。

 2018年度のシナリオ分析の実践事例を踏まえ、「TCFDを活⽤した経営戦
略⽴案のススメ」を2019年3月19日に公表。

①気候変動リスク・チャンスを織り込む経営支援
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 SBT認定を目指す企業を対象に、説明会の開催や個社別コンサルティングを実施。

 中小企業に特化した中長期の削減目標設定やRE100に関する助⾔も実施。

 目標設定に加え、SBT削減計画策定支援も今年度から開始。

コンサルタントによる支援
• Scope3を算定したい
• SBTを申請したい
• 中小企業でも国際イニシ

アティブ水準の目標を設
定したい

企業の悩み

• 説明会の実施
• 面談による支援（２回）

説明会の様子
支援面談

（第1回目）
支援面談

（第2回目） 成果報告

【面談の内容】
•排出量算定や目標設定の
ロジック確認

•具体的な算定・設定手順の
助⾔

•算定・設定結果の確認

②野心的な目標設定の支援
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 SBT設定を目指す企業や目標設定済みの企業が、互いの課題や活動状況

について情報共有を行い、課題解決を目指す脱炭素経営促進ネットワークを

設立。2019年6月現在、74社が参加。

 ネットワークには、再省蓄エネ関連のソリューション提供企業も＜支援会員＞と

して参加し、SBTを設定をした企業や、設定を目指す企業に対しソリューション

に関する情報提供を行う。

目標設定会員 支援会員

機会創出

再エネ開発
事業者

ESCO
事業者

再エネメニュー
提供新電力

■情報共有

■ノウハウ提供

ニーズ

ソリューション

SBT目標設定
済み企業

SBTコミット
済み企業

目標設定を
目指す企業 金融機関

③脱炭素経営のネットワークづくり
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